
徳島県における
２０３５年の労働力不足の試算
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試算前提：パーソル総合研究所×中央大学「労働市場の未来推計2035」【抜粋】
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徳島県における2035年の労働力不足の試算（産業別）
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2035年において、
徳島県における労働力は、１日あたり16万時間不足
働き手で換算すると、約２万人相当不足

サービス業や医療・福祉、卸売・小売業などの順に不足見込

（合計）
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（出所）パーソル総合研究所×中央大学「労働市場の未来推計2035」を基に、徳島県において推計。
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不足率大

徳島県における2035年の労働力不足の試算（職業別）

（出所）パーソル総合研究所×中央大学「労働市場の未来推計2035」を基に、徳島県において推計。



徳島県における２０３５年の労働力不足の試算前提条件

（１）パーソル総合研究所×中央大学の推計において、

・ 労働力不足（全国）は、2035年において、１日あたり1,775万時間不足、働き手で換算すると、384万人相当が
不足し、本県は８．９％の労働力不足率と試算されている。

・ 2035年の全国の就業者数は、女性や高齢者の労働参加率の上昇、外国人就業者数の増加などにより、
7,122万人に増加（2023年時点：6,747万人）

・ 経済成長：内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（令和６年１月22日経済財政諮問会議配布資料）
におけるベースラインケースを前提。

・人口動態：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」における
出生中位・死亡中位の結果を前提。

（２）本県労働力不足の試算方法
総務省「令和４年就業構造基本調査」の産業別有業者数のデータを用いて、徳島県の産業別の全国シェアを算出し、

全国の労働需要、労働供給に徳島県の全国シェアを乗じて、徳島県の労働需要、労働供給を推計し、
労働供給はパーソル総合研究所×中央大学において示された都道府県別の労働力不足率（徳島県：8.9％）に
合うように補正。

（３）労働力不足の表下段（人相当）は、表上段（万時間／日）を就業者の一人当たり労働時間（８時間／日）で
割ることで簡易的に算出。
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